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八つのケーススタディと日本企業が直面する課題

1. はじめに

表 1 最近6年間のケーススタディ一覧

百己 論文タイトル 執筆者 (アイウエオ)llfi) 掲載誌
てロF 

A ジョーシキを破壊せよ 池田裕子 ・越後屋周子 ・佐藤朋美 ・高 青山学院大学経営学部 f学生懸
同業種型マルチフランチヤ 橋和子・中村公彦 賞論文集J34号、 2006年3月
イジー rcvsベイエリア」
B 少子高齢社会の経営戦略 葛西妙子・北村忠義 ・清水康・高橋佳 向上
ライフサイクル別ビジネス 孝・長谷部浩之 ・松葉秀胤
モデルの研究

C CSRの新しいカタチ 井上慧有・児玉祐子 ・西僚玲子・酒巻 青山学院大学経営学部 『学生懸
: CSR-NPOで企業と社会をつ かよ子・新川恵美 ・田島菜穂子 賞論文集J35号、 2007年3月
なぐ

D 実体験に基づく起業失敗の要 饗庭摩利恵・伊村綾祐 ・後藤洋介・楼 向上
因分析 井留美子・高上玲子・福地亮太・山崎
:逆三角形理論 {憂

E 破壊的イノベーションの脅威 石口明子 ・磁あゆみ・伊藤敦子 ・枝浮 青山学院大学経営学部 『学生懸
:パーク 24は同じ轍を踏むの 拓也・大道礼一 ・佐藤紋子 ・新宮研 賞論文集J36号、 2008年3月
治、 一・西村直彦 ・花田充・松崎純・本木

和樹・森田剛生 ・吉村留美

F グローパルプレーヤーへの挑 麻田愛 ・飯泉双子・梶田泰資・加藤裕 青山学院大学経営学部 『学生懸
戦 一 ・河原佑・児玉佳恵、・鈴木雄大・回 賞論文集j37号、 2009年3月
ミタルに対する新日銭の買 平悠岡0・平沢佑佳・布施朋香 ・森野祐
収防衛策 一・山下貴寛 ・横田仁寿

G 代表的企業から見たBRICsの 上田太郎・門川夏希 ・喜友名理紗・ 青山学院大学経営学部 I学生懸|
未来 佐々木北都 ・長田仁之介 ・森川敬介・ 賞論文集.J38号、 2010年3月
-市場自由化の重要性 山本哲・吉矢明永

H 成熟化からの脱却 秋冗陸 ・奥村理紗・小野雄史・金井要 青山学院大学経営学部 『学生懸l
-日本運輸産業の成長戦略 介 ・紫原大志・野崎玲未 ・三ヶ回カレ 賞論文集J39号、 2010年3月

ン・宮里修平 ・宮島隆志

非常勤講師でありながら青山学院大学経営学部で担当させていただいているゼミナールの学生は、

同学部の常勤スタッフだ、った時代に受け持つたメンバーも含めて、 2011年 3月の卒業生で、通算 22

期生になった。残念ながら、青山学院大学の学部再編の影響で、この 22期生は、私にとって青山学

院大学経営学部での最後のゼミナリストとなる。

22期にわたるゼミ生うちの 9期生からは、ゼミナールに参加した学生が自分たちでテーマを選び、

調査を行い、文章を書く形で、毎年、 1~2 編のゼミナール共同論文を作成するようになった。 論文

作成のプロセスでは、 筆者(橘111)がゼミナール担当教官として部分的に助言することはあっても、

結論のとりまとめを含む論文執筆にかかわる全作業は、学生たちの自主的責任のもとで遂行される。

このようにして作成されたゼミナール共同論文は、最近6年間のものだけで8編にのぼる。表 1は、

それらを一覧したものである。

表 1に掲げた8編の論文は、様々な不十分点をもつものの、ケーススタデイとして、 一定の水準を

確保している。その点は、青山学院大学経営学会が毎年募集する「学生懸賞論文」において、 8編中
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5編が入賞をはたし、残る 3編も佳作に選ばれたことにも示されている。筆者も一人の研究者とし

て、上記の八つのケーススタデイから、多くの点を学ばせてもらった。本稿の課題は、これら八つの

ケーススタデイの内容を紹介し、それらの内容から読み取ることができる日本企業が直面する課題を

明らかにすることにある。そして、この作業は、大学の教官と学部学生とのあいだで展開される、双

方向的な研究・教育活動の一つの試みと呼びうるものである。

表2 それ以前のケーススタディ一覧

言己 論文タイ トル 執筆者(アイウエオ}I慎) 掲載誌

で口T 

一つの逆転はなぜ起きたか 浅井満知子・越後恵子・久米真 青山学院大学経営学部 『学生懸
.セブン ーイレブン・ジャパンの研究 樹・煤孫統一朗・高木あかね・ 賞論文集J26号、 1998年3月

E.T..中山美奈子

H.I.S.は規制の破壊者か 犬童栄勝 ・内田登紀子・尾田裕 青山学院大学経営学部 『学生懸
明・黒沢雅行・永瀬純子・野村 賞論文集J27号、 1999年3月
大仁・長谷川仁 ・富士本淳子 ・
松田庸子・薮根正樹

K NTTドコモに死角は存在するのか 問馬伸太郎・岩崎淑子・金井祐 青山学院大学経営学部 『学生懸
一郎・佐々木朋子・鴫原真博・ 賞論文集j28号、 2000年3月
杉村秀之 ・高橋亮一 -高橋亮治・
問中あす香・古川学・本田貸臣・

宮城聡・宮代保 ・森和歌子 ・吉

回賢司

L 小売トップ企業の日米比較 石井加代 ・石川弘美 ・武知良明・ 青山学院大学経営学部 f学生懸
勝ち組と負け組の差はどこにある 多々良典子・富田陽子・成田由 賞論文集J29号、 2001年3月
のか 美・丸山中・ 三田地芙美子・村

上麻紀 ・矢羽田明美 ・和田光生

M SAKE 五十嵐康貴・宇都木美佳・加藤 向上
-世界にはばたく日本酒 啓人・黒内武志 ・徳元久子・原

田孝之

N 日・米・韓3ヶ国の IT革命の課題 五十嵐春香 ・井上博登 ・甲斐ゆ 青山学院大学経営学部 『学生懸
り・篠崎太郎・玉置千津子・土 賞論文集J30号、 2002年3月
屋花月・蜂巣信子 ・武藤豊 ・山

崎貴広

O ユニクロ進化論 : Iかっぱえびせ 岩井清輝・神尾美千子 ・川崎恵 青山学院大学経営学部 『学生懸
んJ体質からの脱皮 一 ・菊地哲・柴田宏江・長末一 賞論文集J31号、 2003年3月

康 ・長i賓亮・橋口健一 .i貧困祐 ・
峰浩太郎 ・山本真唯子

P イオン・グローパルリテーフーへの 荒井陽子 ・菅原智重子 ・中村太 青山学院大学経営学部 『学生懸

道 : Change or Die一変革か、さ 一 ・西川彩子・貫井さな江・羽 賞論文集J32号、 2004年3月
もなくば死か 深恵子・ 三浦麻奈美

Q NPOがやってきた、 YAH!YAH! 市川裕美・岡隆太・花新発二美・ 同上

YAH! 加藤博之・田島廉太郎・中原大

: NPOが有効に機能するための4つ 介

の条件

R ルイーヴィトンの二面性 漆野増美 ・工藤桃子・杉浦謙 ・青山学院大学経営学部 I学生懸
: All you need is LV 松本英稔 賞論文集J33号、 2005年3月
S NISSAN IN CHIN A 岸本亜希子・佐藤正嗣 ・篠原昭 同上

巨大自動車市場への挑戦 子・千明真生 ・前川原広敏・山
田和美
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八つのケーススタティと日本企業が直面する課題

なお、本稿は、橘川武郎「三つのケーススタデイと近未来の企業戦略一双方向的な研究教育の試

みー」青山学院大学 『青山経営論集』第35巻第3号、 2000年 12月 ([橘川2000J)、および同「八つ

のケーススタデイと現実による検証一双方向的な研究教育の試み (2) ー」青山学院大学 『青山経営

論集』第40巻第3号、 2005年 12月([橘川 2005J)の続編にあたるものである。10年前ないし 5年

前に執筆した上記の 2論文では、やはりゼミナール共同論文として作成され、ケーススタデイ A-

H(本稿では、各ケーススタデイに言及する際、表中の記号を使って表記する。以下同様)より早い

時期に発表された 11編のケーススタデイ(表2)について、コメントを加えた。

これに対して本稿では、前記のケーススタデイ A-Hについて、コメントを加える。ただし、必

要に応じて、ケーススタデイ I-Sについても論及する。

2. 八つのケーススタディの要点
2・1. ジョーシキを破壊せよ:同業種型マルチフランチャイジー rcvsベイエリア」

以下では、 A-Hの八つのケーススタデイの要点を紹介する。論文そのものについては、表1中

に記したように、青山学院大学経営学会 『学生懸賞論文集』の各該当号に掲載されているので、それ

を参照されたい l。

ケーススタデイ A(1ジョーシキを破壊せよ.同業種型マルチフランチャイジー rcvsベイエリ

アjJ、2005年9月脱稿)は、「業界22位、庖舗数僅か 123庖舗の中堅以下であるにもかかわらず、

平均日販63万円をはじき出し、セブン 2の平均日販に 9000円という僅差に迫る実績をあげ、躍進中

のコンビ、ニJ([ケーススタデイ AJ173頁)である、株式会社シー ・ヴイ・エス・ベイエリアをとり

上げる o CVSベイエリアは、サークルKサンクスのエリアフランチャイザーとして、東京湾沿岸を

中心に事業を展開しており、 2004年には、ポプラともフランチャイズチェーン (FC)契約を結んだ。

ケーススタデイ Aは、フランチャイズ組織の分権的進化と多元化を論じた新原・高岡 (2004)を

ふまえ、 CVSベイエリアを「同業種型マルチフランチャイジー」と規定づけて、分析を進める。同

業種型マルチフランチャイジーとは、 Ir同業種Jの 『複数Jフランチャイザーと FC契約を結ぶ」
( [ケーススタデイAJ177頁)フランチャイジーのことである。

ケーススタディ Aの結論は、以下のとおりである。

「ベイエリアは、コンビニ業界の厳しい競争を立地創造型、需要喚起型戦略で突破し、サンクス

最大のエリアフランチャイザーとして成長してきた。しかし、ベイエリアは、エリアフランチャイ

ジーであるが故に、出居地域を限定され、成長の限界に突き当たった。ベイエリアの泉淳豊社長に

よれば、 『出典地域が限定されるエリア FC事業は、将来は厳しいj(r日経流通新聞j[2003J 4 

頁)のであり、そのような行き詰まった状況を突破するためベイエリアが選んだ戦略は、 サンクス

とのエリアフランチャイズ契約を維持しながら、ポプラとも FC契約を結ぶことであった。そし

て、タブー視されていた 『同業種型マルチフランチャイジー』となることによって、出典地域を飛

躍的に増やすことに成功したのである。この成功は、常識を常識と考えずに果敢にビジネスに取り

組むベイエリアの姿勢の賜物であり、我々としては、この姿勢を積極的に評価したい。論文のタイ
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トルを 『ジョ ーシキを破壊せよ』としたのは、このように考えたからであるつ([ケーススタデイ

AJ 209-210頁)。

なお、ケーススタデイ Aは、 cvsベイエリアが労務面や品揃え・サービス面で問題を抱えており、
それらを解決する必要があることも、あわせて指摘している。

2・2. 少子高齢社会の経営戦略:ライフサイクル別ビジネスモデルの研究

ケーススタデイ B(r少子高齢社会の経営戦略:ライフサイクル別ビジネスモデルの研究」、 2005

年9月脱稿)は、少子高齢社会における企業の経営戦略のあり方に目を向けている。その際、さまざ

まな市場における総需要が団塊ジュニア世代の到来とともにピークを迎え、市場ピークに時間差があ

る点に注目し、「企業は、そのタイミングを正確に測り、それに合わせた戦略を立てる必要がある」

([ケーススタデイ BJ273頁)、との立場をとる。このような見地に立って、ライフサイクル別に市

場を六つに区分し、各市場において適格な戦略を遂行している企業の動向に光を当てる。

1973年に出生数がピークに達した乳児期市場では、総合周産期母子医療センターの指定を受けた

愛育病院が、産科に特化した専門病院として、健闘を続けている。同病院は、出産に関する診療科を

産婦人科・新生児科 ・母子健康科 ・小児科に細分化し、それぞれ専門スタッフによる診療を行ってい

る。

1973年に生まれた団塊ジ、ユニア世代は、 1987年に 14歳になった。年少期市場では、子供服の総需

要がピークを迎えたなかで、 子供服メーカーのナルミヤが成長を続けている。 ナルミヤの製品のデザ

インが受け入れられた理由は、子供向け雑誌との提携、展示会の開催などにより、顧客参加型の商品

作りを行った点に求めることができる。

1992年に 18歳入口がピークに達した青年期市場では、入学志望者数の維持という点で、金沢工業

大学と大阪女学院短期大学が、注目すべき成果をあげた。金沢工業大学は、90%以上の就職率を誇

り、大阪学院女子短期大学は、卒業生のレベルを一定に保つことで企業から高い評価を受けたのであ

る。

1973年に生まれた団塊ジュニア世代は、 1996年から 2037年のあいだに、 23~ 64歳の壮年期を迎

える。壮年期市場では、医療保険の分野でマーケットリーダーになったアフラックの動向が注目され

る。アフラックは、死亡時の保険ではなく、闘病生活時の保険という、壮年期消費者のニーズに合っ

た商品をいち早く提供したことによって、成功をおさめたのである。

2018年には 65歳以上人口が3400万人に達すると言われる老年期市場では、ワタミが、外食産業

から介護事業へ新規参入をはたした。ワタミは、訪問介護や介護設備提供など介護事業へ展開するに

当たって、外食産業で獲得したノウハウを活用する方針をとっている。

2040年には死亡者数が170万人に達すると見込まれる終末期市場では、今後、葬儀ビジネスが長

期にわたって成長を続ける。この分野では、今のところ典型企業が登場していないが、「自分達の求

める規模」の葬儀を「明瞭な価格」で行いたいという、消費者のニーズに答えてゆくことが重要であ

ろう。
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これらの分析結果をふまえてケーススタデイ Bは、「少子高齢時代の新たな経営戦略は 『価値の継

続的創造jとなるJ([ケーススタデイBJ278頁)、と結論づける。そして、 Ir人と価値の継続的創
造』が、国際的に誇れる日本の競争優位の源泉になるJ([ケーススタデイ BJ278頁)と述べて、論

文を締めくくっている。

2・3. CSRの新しいカタチ:CSR-NPOで企業と社会をつなぐ

ケーススタデイ C(ICSRの新しいカタチ:CSR-NPOで企業と社会をつなぐj、2006年9月脱稿)

の目的は、 CSR(Corporate Social Responsibility.企業の社会的責任)のあるべき姿を探ることにあ

る。ケーススタデイ Cは、 ①厳密な基準で選定した 27社の CSR報告書を精読する 4、② トヨタ自動

車・ナイキ ・東京電力について詳細な事例研究を行なうとともに、これら 3社の CSR活動に関する

消費者アンケートを実施する、 ③ ILOHAS-PAPER創刊号」というフリーペーパーを実際に作成・

配布し、その読者を対象にしてアンケートを実施する、という方法をとっている。

それらの分析結果をふまえてケーススタディ Cは、 CSR報告書に関して、

・読み手の側が自分に向けられたメ ッセージを受け取りやすくする、

・読み手の知りたい情報について伝達の漏れがないようにする、

-分量を過大にしない、

-専門用語をわかりやすく説明する、

-消費者の不安を取り除くことを重視する、

. CSR報告書の認知度自体を高める、

などの改善提案を行う。そして、 ICSRをもっと一般の人にも興味を持ってもらい浸透させるために

は、(中略)企業と消費者との聞に立って、双方向性のある CSR活動を生み出すような NP0
5をつく

ることであるJ([ケーススタデイ CJ114頁)、という結論を導く 。

ケーススタデイ Cが提唱する CSR-NPOは、おもに、(1)フリーペーパーの発行、 (2)多数の企

業と消費者などとのあいだの対話を可能にするホームページの開設、という二つの業務を遂行する。

(1)のフリーペーパーは、「消費者が興味をもち、読むようなもの」であり、「主に企業から発信され

るCSRの受け皿、基盤作りを目的とするJ([ケーススタデイ CJ117頁)。一方、 (2)のホームペー

ジは、「一方向になりがちな CSR情報の流れを、双方向へ改善する試み」であり、「企業と消費者を

はじめとするあらゆるステークホルダーとのあいだに、コミュニケーションを機能させることが目的

であるJ([ケーススタデイ CJ117頁)。

2-4. 実体験に基づく起業失敗の要因分析:逆三角形理論

ケーススタデイ D(1実体験に基づく起業失敗の要因分析・逆三角形理論」、 2006年9月脱稿)は、

失敗事例に焦点を合わせる形で、起業について論じている。①インターネット上の仮想商庖街ビジネ

ス、 ②コンピューター直販メーカ一、 ③インターネット広告事業、の3つの分野に目を向け、 ①につ

いてはコンステラと楽天、 ②についてはゲートウェイとデル、 ③についてはハイパーネットとサイ
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パーエージ、エントを、それぞれ比較対照する。①②③のいずれの分野でも、ペアであげた企業のうち

前者は失敗企業、後者は成功企業という見立てである。そのうえで、ケーススタデイ Dでは、起業

に失敗したコンステラ、ゲートウェイ日本法人、ハイパーネットの関係者を対象にして、濃密なイン

タビューを実施した。また、議論に立体感をもたせるため、起業の成功例であるテソレの日本法人の関

係者にも、インタビューを行った。

一連の分析の結果を、ケーススタデイ Dは、表3のようにまとめている。そして、この表から、

「失敗と成功を分けた要因のうち3組に共通する最も重要なものは、ビジネスチャンスにおけるタイ

ミングと、ビジネスリソースにおける人材確保であることがわかるJ([ケーススタデイ D]168頁)、

と結論づけている。

表3 6社3組の比較分析から導かれた起業の失敗と成功を分けた要因

コンステラvs楽天
ゲートウェイ vsデル

ビジネスチャンス

タイ ミング

事業展開のタイミンク

ハイパーネットvsサイバーエージ、エント|タイミンク

(出所) [ケーススタディ DJ168頁。

(注)太字は、原資料のまま。

ビジネスモデル|ビジネスリソース

マーケテイング|人材確保

経営陣と現場の関係
(人材確保j

人材確保
資金調達

上記の結論にもとづきケーススタデイ Dは、図 lを描く 。そして、次のように説明する。

「この図の縦軸は人材の充実ぶりを、横軸はタイミングを表している。そして、中心にある逆三

角形が、起業が成功するタイミングと人材の組合せである。人材が充実していれば早い段階から

(遅い段階まで6)起業成功をつかむことができ、逆に人材が不足していれば、その事業のピーク

ポイン トの一時期にしかビジネスチャンスをとらえることはできない。これが、私たちが提唱する

f逆三角形理論JであるJ([ケーススタデイ D]174頁)。

図lからわかるように、起業に失敗したコンステラ・ゲート ウェイ日本法人 ・ハイパーネットの3

社は、いずれも逆三角形の外側に位置し、起業に成功した楽天 ・デル日本法人 ・サイバーエージェン

トの3社は、いずれも逆三角形の内側に位置している。
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図1 ケーススタディDが提唱する起業成功のための「逆三角形理論」

充実している

人

材

不足している

ピークポイント

(最良のタイミング)

① 

早いく タイミング

(出所) [ケーススタデイDJ174頁。

コンステラ

楽天

ゲートウェイ
(日本法人)

デル(日本法人)

ハ lハイノfーネット

サイバー
エージェント

〉遅い

2・5. 破壊的イノベーションの脅威:， (ーク 24は同じ轍を踏むのか
ケーススタデイ E (1破壊的イノベーションの脅威:ノTーク 24は同じ轍を踏むのか 7J、2007年9

月脱稿)は、クリステンセン (2001)やクリステンセン ・レイナー (2003)の議論を下敷きにして、

駐車場業界で急成長をとげてきたパーク 24が「イノベーションのジレンマ」に陥らないためにはど

うしたら良いかを論じたものである。ケーススタデイ Eの方法上の特徴は、 ①東京メトロ表参道駅

周辺の時間貸し駐車場 13ヵ所の顧客満足度を、財団法人東京都道路整備保全公社のものをアレンジ

して作成した独自の判定基準で実地測定し、 ②測定対象となった駐車場を経営する企業に対してアン

ケート調査・ホームページ調査を実施して、さらに、 ③パーク 24の担当者にインタビューを行った

点に求めることができる。

これらの調査をふまえてケーススタデイ Eは、パーク24に脅威を与える「ローエンド型破壊的イ

ノベーション」としては、「最低限のサービス要件を満たし、低料金設定で収益獲得を図る駐車場が

現れる恐れがある」と指摘する([ケーススタデイ EJ249頁)。 また、パーク 24を脅かす「新市場

型破壊的イノベーションjには、 三井不動産販売や株式会社パラカによる「不動産業立脚型Jと、駐

車場ユーザーの意識の変化にもとづく「ユーザ一意識立脚型Jがありうると述べる([ケーススタ

デイ EJ250-252頁)。

ケーススタデイ Eによれば、パーク 24は、 l分単位 10円単位での「地域最安値駐車場」の実現、

ダブルブランドの設定などによ って、「ローエンド型破壊的イノベーション」に対抗しうる。また、

駐車場予約システムの導入、簡易ホテルとしての駐車場利用、駐車場を活用した周辺地域活性化(近

隣商庖のクーポン発行や領収書裏面での広告等)、駐車場用地所有者向けの不動産コンサルティング
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サービスの充実などによって、「新市場型破壊的イノベーション」に打ち克つことができる。パーク

24にとって、破壊的イノベーションの「脅威に対して注意を怠らないことに加え、イノベーティブ

であり続けることが、リーデイングカンパニーとして成長するための要素となるのであるJ([ケース

スタデイ EJ263頁)。

2・6. グローバルプレーヤーへの挑戦 :ミタルに対する新日鑓の買収防衛策

ケーススタデイ F(1グローパルプレーヤーへの挑戦:ミタルに対する新日銭の買収防衛策」、 2008

年9月脱稿)の課題は、新日本製銭(新日銭)がアルセロール・ミタルスチール(ミタル)に対し、

どのような買収防衛策を講じるべきかを論じることにある。このような課題が設定された理由は、

「世界第2位の鉄鋼メーカーである新日銭が、世界第 I位の鉄鋼メ ーカーのミタルに買収されようと

していると、テレビや書籍で報じられたことにあるJ([ケーススタデイ FJ312頁)。

ケーススタデイ Fは、新日銭機密製銭所の見学やNHKスペシャル取材班 (2007)の検討などを通

じて、基本的な事実関係を把握する。そのうえで、ミタルに対する新日銭の買収防衛策を差別化、垂

直統合、水平統合という選択肢に即して分析し、その結果を表4のようにまとめる。この表につい

て、ケーススタディ Fは、

「まず、 Aの差別化のうち A-lの高付加価値化やA-2の多角化は、それが進行すると、ミタルに

とって新日銭が一層魅力的なものになり、逆効果を生むという結果になった。Bの垂直統合につい

ては、 B-lの川上方向への垂直統合は、買収防止策と しては効果があるが、鉄鉱石企業の規模が大

きいことから、買収は現実的で、ないとの結論にいたった。一方、 B-2の川下方向への垂直統合は、

新日銭側にメリッ トが少なく、買収防衛策として意味が無いことが判明した。また、 Cの水平統合

のうち、 C-lの囲内での水平統合は、独占禁止法により、事実上困難で、あると言わざるを得ない。

本論文で私たちが強く推薦したいのは、 C-2の海外での水平統合である。私たちが期待したいの

は、新日銭が、 トルコなど手付かずの新興国をターゲットと して、より一層海外に事業を展開し、

真の 『グローパル ・プレーヤ-Jになることである。ミタルの手が及んでいない地域に、先手を

打って進出すべきである勺([ケーススタデイ FJ316頁)、

と説明している。

表4 新日識による対ミタル買収防衛策の選択肢についての検討結果

IA 差別化 11 高付加価値化 |効果なし

2 多角化 |効果なし

B 垂直統合 11 川上への垂直統合 |効果的であるが非現実的

C 水平統合

2 川下への垂直統合

l 囲内での水平統合

2 海外での水平統合

(出所)[ケーススタデイ FJ315頁。
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2-7. 代表的企業かう見た BRICsの未来:市場自由化の重要性

ケーススタデイ G (1代表的企業から見た BRICsの未来:市場自由化の重要性」、 2009年9月脱

稿)は、 BRICs各国 (ブラジル ・ロ シア ・インド ・中国)の経済発展のゆくえを、それぞれの国を

代表する企業の経営行動を通じて展望することを、目的としている。ケーススタデイ GがBRICsに

興味をもったあのは、 TheGoldman Sachs Global Economics Department (2003)が、IBRICs経済

は、 2050年までに米ドルベースでG6(アメ リカ、日本、 ドイツ、フランス、イタリア、イギリス)

を凌くつという見通しを発表したからである。

ケーススタデイ Gがとり上げる BRICs各国を代表する企業とは、ブラジルのヴァーレ (鉄鉱石企

業)、ロシアのガスプロム (天然ガス企業)、インドのタタ(コングロマリッ ト)、および中国のベ ト

ロチャイナ(石油企業)のことである。ケーススタデイ Gは、これら 4杜を、多角化、垂直統合、

国際化、 自由化という四つの指標で比較検討したうえで、その結果をまとめて表5を提示する。

表 5 BRICs各国の代表的企業の比較

指標 ヴァーレ(ブラジル) ガスプロム(ロシア) タタ (インド) ベト ロチャイナ (中国)

多角化 ×→O × O × 

垂直統合 × O × O 
国際化 O O O O 
自由化 O × O × 

(出所) [ケーススタディ GJ101頁。

(注)0は進展していること、×は進展していないことを、それぞれ示す。

この表をふまえてケーススタデイ Gは、 14つの指標のうち、 BRICs企業の未来にとって最も意味

を持つのは 『多角化』であるJ([ケーススタデイ GJ107頁)とする。そのうえで、「多角化と 自由

化との聞には強い相関関係があると言えるが、両者の因果関係は、 『多角化→自由化』ではなく、 f自

由化→多角化jであろう。経済体制が自由化されていない限り、その国の代表的企業は経営の自立性

を確保することができず、多角化戦略をとることができないJ([ケーススタデイ GJ108頁)、 と議

論を発展させる。そして、 BRICs諸国の経済発展のためには経済体制の自由化が肝要である、との

結論を導いている。

2・8. 成熟化か5の脱却:日本運輸産業の成長戦略

ケーススタデイ H (1成熟化からの脱却.日本運輸産業の成長戦略J2010年9月脱稿)の出発点と

なっているのは、「我が国の産業(企業)は、このままでは成熟化してしまう。適切な成長戦略を描

かなければ、日本経済の未来はないのではないか」、という強い危機意識である。このような危機意

識にもとづき、ケーススタデイ Hは、「経済活動に広範囲な影響を与える重要な産業jとして運輸産

業を取り上げ、そこでの成熟化からの脱却策、別言すれば成長戦略を展望している。

ケーススタデイ Hが検討対象とした運輸産業は、具体的には、自動車輸送業、鉄道業、海運業、
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航空業の4業種である。これら 4業種に携わる日本企業は、手を扶いていては成熟から衰退の道を歩

むことになるが、適切な成長戦略をとりさえすれば脱成熟化を達成し、再び成長軌道に乗ることがで

きる。それを可能にする成長フロンテイアは、 ①海外展開と②技術革新の二つである。4業種に携わ

る日本企業のとるべき成長戦略のポイントと、それを成功裏に展開するうえでの課題は表6のとおり

であり、これらの課題を克服し、成長戦略を成功裏に展開することができれば、「日本の運輸企業

は、パーノンの理論 9を乗り越えて、成熟から衰退ではなく、成熟から成長への道を歩む事ができ

る」と、ケーススタデイ Hは結論づけている。

表6 日本の運輸産業の成長戦略

産 業 海外展開 技術革新 課題

自動車輸送業 現地生産 ・販売 エコカ一等次世代車 交通システムの開発

電気自動車の開発

鉄道業 新幹線 リニアモーターカー 国際規格の獲得

高性能鉄道車両 先進技術のコストダウン

海運業 新興国貨物輸送 パラスト水管理システム ハブ港湾の整備

航空業 アライアンスの活用 小型機 (MRJ) 羽田空港のハプ化

(出所)[ケーススタデイ HJ。

3. 日本企業が直面する課題

ここまで、八つのケーススタデイの内容を紹介してきた。これらのケーススタデイは、日本企業が

直面する課題を浮き彫りにしている。

日本では、 2005年から人口減少が始ま った。国立社会保障・人口問題研究所の2006年 12月時点

での推計によれば、 2005年に I億2777万人であった日本の総人口は、 2035年には l億 1068万人、

2050年には9515万人、そして 2100年には4771万人にまで減少するという (出生中位・死亡中位の

ケース。国立社会保障 ・人口問題研究所 [2006])。一方、国際連合の調査によれば、 2005年に 65億

1475万人であった世界の総人口は、 2050年には91億9129万人にまで増加するという。また、同調

査は、 2005年に 15億 2247万人であった東アジアの総人口は、 2030年に 16億 6280万人のピークに

達したあと減少に転じ、 2050年には 15億 9124万人になると見通している(以上、 UnitedNations 

[2007])。

人口減少による市場規模の縮小が予想される日本とは対照的に、海外では、人口増加にともなう市

場規模の拡大が進む。2030年ごろまでは東アジア地域を中心に、それ以後はその他の地域も含めて、

ビジネスチャンスが拡大する。世界同時不況からの脱却をめざす日本企業が進むべき道は、新興国の

成長市場に密着し、まずは東アジアへ展開すること、そして、その後はグローパルに展開することで

ある。

「成長市場への密着jとは、日本企業が、世界の中でも成長力が大きい市場にはいりこみ、そこに

密着して、自社の製品やサービスを販売する道である。ここで強調すべき点は、新興国の最大の魅力
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は、しばしば指摘される豊富で低廉な労働力にあるのではなく、じつは国内市場の将来性にあること

である。世界各地の新興国の都市にみなぎる活気は、日本の「三丁目の夕日」の世:界を訪併とさせ

る。「三丁目の夕日」のあとに日本人が経験したのは、世界史的なインパクトをもっ高度経済成長で

あった。新興国の人々は、高度経済成長の疾風怒濡のなかにすでに身を置きつつあるか、そうでなけ

ればまもなく身を置くかである。その際には、日本の高度経済成長を牽引したのが、輸出の伸びでは

なく国内市場の急拡大であった事実を、想起する必要がある。日本企業にとっての活路は、海外市場

での「内需主導型成長」に、積極的に参加することにあると言うことができる。

その一方で見落としてはならない点は、日本企業の成長フロンティアが、新興国市場だけに限られ

ているわけではないことである。総務省統計局が5年に l回発表する「事業所・企業調査jの最新結

果によれば、 2001~ 06年の5年間に日本の従業者数は、全体では 2.5%減少したが、新型サービス

業(金融、インフラ、運輸・通信、不動産、公務を除くサービス業)では 10.3%増加し、そのうちの

医療 ・福祉に限ってみれば実に 23.4%も増大したのである(総務省統計局 [2008J)。このことは、少

子高齢化等の社会構造の変化に対応する形で需要を深掘りすれば、日本国内でも、企業にとっての成

長機会がまだまだ存在していることを示している。

つまり、日本企業が直面する課題は、(1)新興国市場をはじめとする海外市場への本格的展開、

(2)社会構造の変化に対応する形での内需の掘り起し、の 2点に要約することができる。本稿でとり

上げた八つのケーススタデイのうち、ケースス タデイ F(rグローパルプレーヤーへの挑戦 :ミタル

に対する新日銭の買収防衛策J)・ケーススタデイ G (r代表的企業から見た BRICsの未来:市場自由

化の重要性J)・ケーススタデイH(r成熟化からの脱却:日本運輸産業の成長戦略J) は、(1)の課題

と深くかかわりあっている O また、ケーススタデイ A (rジョーシキを破壊せよ:同業種型マルチフ

ランチャイジー rcvsベイエリアjJ)・ケーススタデイ B (r少子高齢社会の経営戦略 .ライフサイ

クル別ビジネスモデルの研究J)・ケーススタデイ C (rCSRの新しいカタチ:CSR-NPOで企業と社

会をつなぐJ)・ケーススタデイ E(r破壊的イノベーションの脅威:パーク 24は同じ轍を踏むのかJ)

は、 (2)の課題との関連性が強い。残るケーススタデイ D (，実体験に基づく起業失敗の要因分析:

逆三角形理論J) も、広い意味では、 (2)の課題につながっている。「これらのケーススタデイは、日

本企業が直面する課題を浮き彫りにしている」と述べたのは、このためである。

4. おわりに

筆者は、橘川 (2000)において、「①すぐれたケーススタデイの累積は、経営学の進歩にとって欠

かすことのできない要素であり、②大学の学部学生も、 一定の作業手順を習得すれば、ケーススタ

デイの発表を通じて経営学研究の深化に直接貢献しうるJ(197頁)、という 2点を強調した。この考

えは、ケーススタデイ A~H を読んで、、さらに強まったと言える 。

ケーススタデイ A~H は、日本企業が直面する課題を鋭く描き出している 。 青山学院大学経営学

部の教育活動の一環として、学生たちは、これらのケーススタデイに取り組んだ。そして、その研究

成果は、社会的に有用なメッセージを発信している。『青山経営論集』の45周年特別号に「双方向的
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な研究・教育活動の一つの試みJという副題をもっ本稿を寄稿したのは、このような事情をふまえた

からである。

[2010年9月20日脱稿]
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注

1 ケーススタデイ Hについては、本稿脱稿後に行われた 2010年度の学生懸賞論文の審査結果をふまえ、青

山学院大学経営学会 『学生懸賞論文集J39号への掲載を記入しである。

2 セブン・イレブンのことである。

3 引用に当たって、明らかな誤植を訂正した。

4 精読した文献のなかには、長文の英語のCSRReportsも含まれている。

5 NPOは、 NonprofitOrganizationの略語であり、非営利組織を意味する。

6 カッコ内は、筆者(橘}l1)が補足した。

7 ケーススタディ Eの副題は、原文では「パーク 24は同じ轡を踏むのか」となっているが、明らかな誤り

なので、本稿では「パーク 24は同じ轍を踏むのか」と修正した。

8 引用に当たって、明らかな誤摘を訂正した。

9 ここで言う「パーノンの理論」とは、R・パーノンが提唱したプロダクト・ライフ・サイクル論のことである。
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